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北欧３国(ｽｳｪｰﾃﾞﾝ、ﾉﾙｳｪｰ及びﾃﾞﾝﾏｰｸ)における持続可能な都市開発

都市研究センター副所長兼研究理事

堀 正弘

Ⅰ はじめに

北欧３国の首都であるストックホルム、

オスロ及びコペンハーゲンでは、近年、都

市機能の維持・更新、都市の競争力の強化

を図るため、あるいは外国からの移民等に

よる人口増加に対応するため、大規模な都

市開発が各所で行われている。個々の開発

事業の内容は各々のニーズに合わせて様々

であるが、これらに共通するコンセプトは、

環境と経済社会活動が両立する「持続可能

な都市（サステナブルシティ）」の構築であ

る。

これらの都市においては、世界的に見て

も極めて早い時期から「持続可能」という

コンセプトが導入されてきているが、これ

がどのような形で都市開発プロジェクトの

中で具体化されているかということについ

ては、必ずしも広く知られていない。

筆者は、本年９月、実際にこれらの３都

市を訪問し、現在進行中のプロジェクトの

現地視察、ヒアリングを行う機会を得るこ

とができた。本稿では、その際に得られた

情報を基に、文献調査によるデータ等を加

え、さらにプロジェクトを取り巻く経済社

会状況にも触れながら、プロジェクトの具

体的な内容を紹介し、今後の参考に供する

こととしたい。

Ⅱ 北欧３国の都市開発を取り巻く経済社

会状況

ここでは、まず都市開発のバックグラウ

ンドとなる北欧３国、並びにストックホル

ム、オスロ及びコペンハーゲンの各都市の

経済社会状況を概観することとする。

(１)各国の経済状況

各国の経済は、リーマン・ショックに端

を発した世界金融危機により 2008 年から

2009 年にかけてマイナス成長に陥ったが、

政府の財政出動を伴う景気対策により一旦

は回復し、2010 年、11 年はプラスの経済

成長となった。しかしながら、ギリシャの

債務危機に端を発した欧州信用不安の深刻

化により、2012 年は再び悪化傾向にある。

2011 年の各国の経済成長率を見てみると、

スウェーデン 4.0％、ノルウェー1.5％、デ

ンマーク 0.8％（日本は△0.8％）となって

おり、スウェーデンの成長率の高さが目立

っているが、2012 年は１％台前半に減速す

ると見込まれている。一方、ノルウェーは

2012 年の成長率の当初見通しは 2.4％とさ

れていたが、本年 10 月に 3.1％に上方修正

され、欧州の中でも高い成長率が見込まれ

ており、デンマークは 0.5％程度と他の２国

に比較して低いレベルでの推移が見込まれ

ている。
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また、過去 10 年間の動向を見ても、リー

マン・ショック時を除き、スウェーデンが

最も成長率が高く、概ね２％台後半から

３％台後半の間で推移しており、これにノ

ルウェー、デンマークの順で続いている（図

表１）。

図表１ ３国及び日本の実質経済成長率の推移（1990 年～2012 年）（単位：％）
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最後に、各国の財政状況を 2011 年の財政

収支の対 GDP 比で見てみると、上記と同様

の順に、0.1％、13.7％、△1.9％（日本は△

9.8％）となっている。過去 10 年間の動向

を見てもノルウェーは概ね 10％以上のプ

ラス、これに概ね収支均衡の状況でデンマ

ーク、スウェーデンが続いており、石油・

ガス収入が潤沢なノルウェーの財政の強さ

が極立っている（図表３）。
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図表３ ３国及び日本の財政収支(対 GD
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(２)人口動向

ストックホルム、オスロ及びコペ

ゲンの各都市の人口動向を見てみ

2011 年末時点の人口は、それぞれ約

人（都市圏レベルでは約 140 万人）、

人（同 93 万人）、55 万人（同 121 万

なっている。過去 20 年間の増加数を

ると、それぞれ約 17 万人（増加率

15 万人（同 33％）、７万人（同 15％

図表２ ３国及び日本の失業率の推移（1990 年～2012 年）（単位：％）
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なっており、３都市とも最近になって人口

増加が加速していることがわかる。増加の

要因としては、国内他地域からの移動や外

国からの移民が大きなウェートを占めてお

り、特に後者による影響が大きい。３都市

の中では、スウェーデンとノルウェーが移

民の受入れに寛容な政策を採ってきたこと
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から移民人口比率が高く、ストックホルム、

オスロではいずれも 22～23％となってい

る（図表４）。

各都市とも、今後とも人口増加を見込ん

でおり、増加数は、2030 年までにストック

ホルムでは 20 万人、オスロでは 19 万人、

コペンハーゲンでは 2025 年までに 10 万人

（都市圏レベル）を想定している。

図表４ ３都市の人口、人口増加率等

ストックホルム オスロ コペンハーゲン

人口（市）

都市圏人口

市域面積

人口密度

過去 20 年間の人口増加率

86 万人

140 万人

209k ㎡

4,110 人/ k ㎡

26％

60 万人

93 万人

454 k ㎡

1,320 人/ k ㎡

33％

55 万人

121 万人

88 k ㎡

6,250 人/ k ㎡

15％

（注）数値は、いずれも 2011 年のもの

資料：各国統計資料を基に作成

(３)不動産マーケットの動向

①オフィス・マーケット

ジョーンズ・ラング・ラサールの資料に

よると、2012 年６月末のストックホルム、

オスロ、コペンハーゲンのオフィスの空室

率は、それぞれ 10.3％（前年同期比△1.1％）、

7.0％（同△1.5％）、9.8％（同 1.9％）で、

前２者が低下する一方、コペンハーゲンは

上昇している。

過去 10年間の動向を見てみると、概して、

ストックホルムは 10~20％、オスロとコペ

ンハーゲンは５％～10％の間で推移してお

り、ストックホルムの空室率の高さが目立

っている。いずれの都市も 2000 年代前半か

ら 2008 年のリーマン・ショックに至るまで

概ね低下傾向が続き、その後に上昇に転し

たが、ストックホルムとオスロはリーマ

ン・ショックによる影響が比較的小さく、

最近では再び低下傾向にある。一方、コペ

ンハーゲンは影響が大きく、最近でも上昇

図表５ オフィスの空室率の推移

（ストックホルム）

（オスロ）

（コペンハーゲン）

資料：JONES LANG LASALLE, Office Market Profile -Q2 2012



傾向が続き、過去 10 年で最悪の水準となっ

ている（図表５）。

次に、優良物件の１㎡当たりの年間賃料

単価は、上記と同様の順に、491 ユーロ（前

年同期比+4.9％）、530 ユーロ（同+11.1％）、

242 ユーロ（同±０％）で、オスロの上昇

率が目立っており、その数値は西欧諸国の

中で最も高いものとなっている。

過去 10 年間の動向を見てみると、いずれ

の都市もリーマン・ショック後に急激に下

落した後、2010 年あるいは 2011 年から上

昇に転じているが、最も上昇しているオス

ロでも年間上昇率は 10％程度とリーマ

ン・ショック前に比べるとその水準は低い

（図表６）。
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注視していく必要がある。
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クの下落率が大きかった。2009 年に入ると、
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図表６ オフィス賃料（１㎡当たりの年間賃料
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金利政策等の恩恵を受け、ノルウェーと

ウェーデンでは住宅価格は上昇に転じ、

10 年には既にリーマン・ショック前の水

を越えている。特に、ノルウェーではそ

後も上昇が加速し、10 年前と比較して２

、20 年前との比較では４倍にもなってお

、住宅バブルの懸念があるという指摘も

る。一方、デンマークではリーマン・シ

（コペンハーゲン）

：JONES LANG LASALLE, Office Market Profile -Q2 2012



ョック前の急激な上昇の反動から、下止り

の兆候が見られるものの、依然として下落

傾向が

図表７ ３国の住宅価格の推移（1992 年=100）

ノルウェーの中でも上昇率が大きいオス

ロの最近の状況をもう少し詳しく見てみる

と、2005 年の価格を 100.0 とした場合、

2007 年に 128.3 まで上昇した後、リーマ

ン・ショックが発生した 2008 年には 122.6

まで一旦下落したが、その下落幅はそれま

での上昇幅に比べると軽微なものに止まっ

ている。そして、翌年から再び上昇が始ま

り、特に 2010 年から 2011 年にかけての上

昇幅は 13.6 ポイントに達し、上昇速度が加

速している。さらに、四半期ごとのデータ

によると、2012.3Ｑでは 167.3 となり前年

同期と比べて 14.0 ポイント上昇しており、

欧州信用不安の影響は全く見られない（図

表８）。
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資料：House price index,Statistics Norway 資料
続いている（図表７）。

オスロの最近における住宅価格の推移

（2005 年=100）
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州信用不安の今後の成行による影響

する必要がある。

都市における都市開発プロジェクト

まで３都市において推進されてきた

発の基本的方針は、環境先進国の首

て持続可能な開発、環境に優しい街

を推進するという点において共通し

。再生可能エネルギーの活用、廃棄

サイクル利用、パッシブハウス・ビ

設を含む建築物の省エネ性能の改善、

通機関や自転車の利用促進、地域暖

テムの整備など多岐にわたる具体的

が積極的に講じられてきている。
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：同左
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そして、以上のような施策の前提となる、

より根幹的な方策として共通しているもの

は、都市内の土地利用に関する考え方であ

る。すなわち、都市を持続可能なものとし

て維持・経営していくため、新市街地の開

発は厳しく制限し、都市の無秩序な拡大を

防止する一方、旧市街地については歴史的

建造物の修復・保全を徹底するとともに、

厳しい建築規制によりランドマークとなる

街並みを保護していくことである。その結

果として、これらの都市において、人口増

加や都市機能の更新、都市の競争力の強化

などといったニーズに対応して都市開発を

推進していくための適地は自ずと限定され

てくる。

このような状況の中で、３都市において

は、後述のように、産業構造の転換等によ

って市街地の外周部に残されたウォーター

フロント等の低未利用地を有効に活用しつ

つ、「持続可能な都市開発」という理念に基

づき、都市再生プロジェクトの推進に努め

ている。

以下においては、３都市における低未利

用地を活用した具体的なプロジェクトの概

要を紹介することとする。

Ⅲ-１ ハンマビー・ショースタッド地区及

びロイヤル・シーポート地区(ストックホル

ム)

スウェーデンは、現在では環境先進国と

言われているが、1970 年代には工場や自動

車、家庭の暖房等による排ガス、これに伴

う酸性雨などの環境問題が深刻化していた。

その後、第１次石油ショックによりエネル

ギー供給問題が表面化したことを契機に、

環境問題に適切に対応するとともに、エネ

ルギー安全保障を図るため、国を挙げて脱

化石燃料化を目指すようになってきた。

1980 年代に世界共通のテーマとして登場

した「持続可能な開発」（Sustainable

development）という理念を踏まえ、1990

年代になると、同国では、都市開発に当た

り環境との共生（Symbiosis）をキーワード

とする「シンビオシティ」（Symbio City）

と称する街づくりが提唱された。この概念

は、基本的には「持続可能な都市開発」と

同義のものであり、現在では広く世界各地

で実行に移されている。

2007 年７月に策定されたストックホル

ムの長期ビジョン“Vision Stockholm 2030”

においては、「持続可能な都市開発」という

理念により、同市を世界有数の未来都市に

するという目標を掲げ、大小様々な規模の

ものを合わせて 30 カ所にも及ぶ都市再生

プロジェクトが実施、あるいは計画されて

いる。

ここでは、これらのうち、最も代表的な

プロジェクトであるハンマビー・ショース

タッド地区及びロイヤル・シーポート地区

の事業について紹介することとする。なお、

ストックホルムは、これらの地区をはじめ

とする市の全域における CO₂削減や資源の

循環利用の徹底など、積極的な環境への取

組みを評価され、2009 年２月に、欧州委員

会により 2010 年（第１回目）の「欧州グリ

ーン首都賞」を授与されている。

(１)ハンマビー・ショースタッド地区

①経緯

ハ ン マ ビ ー ・ シ ョ ー ス タ ッ ド



（Hammarby Sjöstad）地区（以下「ハン

マビー地区」という。）は、ストックホルム

の中心部から南東に約５㎞の距離にあるハ

ンマビー湖（Hammarby Sjö）の湖畔に拡

がる地区である。かつては工場群や港湾施

設が集中していたが、産業構造の変化に対

応できず地区全体が衰退し、遊休地化して

いた。同市においては、このような状況の

改善を図るとともに、当時問題化していた

国内からの移動や外国からの移民等による

人口増加に対応するため、1990 年代初頭に

同地区を都市再生の対象として位置付け、

総合的な開発計画を策定した。

その後、同計画に基づき、市は工場跡地

の買収や土地の造成・汚染土壌の処理等に

着手したが、1996 年に至り、「環境配慮」

をメインテーマにスウェーデンが 2004 年

開催予定のオリンピックの候補地として立

候補したことに伴い、同地区には選手村の

整備が計画され、開発の起爆剤となること

が期待された。結局、オリンピックの誘致

には失敗したが、その後も、「環境配慮」は

同地区における都市再生の理念として事業

全体に受け継がれることとなった（図表９）。

図表９ ハンマビー地区及びロイヤル・シーポート地区の位置図

Stockholm

City center
8
資料：City of Stockholm



②開発プロジェクトの概要

ハンマビー地区の開発面積は 204ha（湖

水面積 30ha を含む）で、住宅の計画戸数

11,000 戸（保有形態は、55％が分譲、45％

が賃貸）、居住人口 25,000 人、就業人口

10,000 人、商業・業務施設の延床面積

200,000 ㎡。1994 年に建設工事が始まり、

完成予定は 2017 年とされており、ほぼ概成

している。総投資額は約 300 億クローナ（約

4,000 億円）となっている。

ア）建築プラン

本地区の開発に当たっては、まず市が都

市マスタープランにおいて開発の基本方

針を示し、その方針に従い、市とコンペに

よって決定されたﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾊﾟｰが協議し、

12 に区分されたエリアごとに詳細なデザ

インコードが作成され、その後、市によっ

てﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾊﾟｰに開発許可が行われた。その

結果、街路、公園・緑地等の都市インフラ

は非常に高質なものとなっており、また、

開発エリアごとにﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾊﾟｰが異なり、デ

ザイン・コンセプトが異なる街区が形成さ

れ、街並みに多様性を生んでいる。

住宅棟は湖面に向かっての土地の傾斜

を生かして建設されており、各棟は中庭を

囲むよう配置され、どの住戸からも植栽が

楽しめるように設計されている。また、多

くの住戸からは「水辺の街」というコンセ

プトに配慮して湖面や水路を望むことが

できる。個々の建物もデザイン性に富んで

いるが、高さ、素材、外壁の色等について

は各エリアの特徴を生かしながら全体と

して統一のとれたものとされている。建物

の高さは既成市街地との連続性を重視し、

原則として５～８階建のものとし、スカイ

ラインの統一が図られている。建物の構造

は、肉厚の断熱材や二重窓など用いた省エ

ネ性能が高いパッシブハウス・ビルが標準

とされているほか、建築材料も再利用可能

なリサイクル品など環境に優しいものを

使用し、環境に害を及ぼす材料（水道管に

使用される銅管、PVC 管等）の使用は禁

止されている。さらに、ハンマビー湖の湖

畔に位置するという特性を生かし、水辺に

は遊歩道、公園・広場、レストラン・店舗

等が整備されており、住民の憩いの場とな

っている（図表 10,11,12）。

住宅価格・家賃は市内の類似物件に比べ

ると割高となっており、市では比較的収入

が高いシニア層の入居比率が高いものと

想定していたが、市の中心部に近く、かつ、

自然に親しむことができる良好な環境が

好まれ、小さな子供がいる若い年齢層の入

居比率が市の想定を大幅に上回った。

2011 年末時点において、同地区では約

8,000 戸の住宅が供給され、約 17,000 人

が居住しており、人口密度は 13,100 人/k

㎡で、ストックホルム全体の３倍強となっ

ている。

図表 10 ハンマビー地区の区域図

ﾄﾗﾑ ﾊﾝﾏﾋﾞｰ湖

ﾒﾄﾛ駅へ
資料：City of Stockholm
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図表 11 ハンマビー地区の遠景
図表 12 ハンマビー地区の街並み

資料：City of Stockholm
イ）交通計画

本地区再生のカギの一つとなったのは

トラム（LRT）やバス、ローカルフェリー

などの公共交通機関の積極的な整備であ

った。市は開発の初期段階から地区外の最

寄りの地下鉄駅に接続するトラムの建設

を開始し、2000 年に最初の住民が地区内

の住宅に入居した６カ月後には開通させ

た。これにより、地区内からは地下鉄を経

由

ス

き

貸

は

通

伴

に

線

資料：筆者撮影
10

して市の中心部まで 15 分程度でアクセ

が可能となり、住宅地としての価値を大

く向上させ、その後の住宅等の分譲・賃

の促進に貢献した。なお、同市において

、路面電車は 1960 年代に交通法が左側

行から右側通行用に変更されたことに

い一旦全廃された。その後、右側通行用

改修され一部が復活していたが、新規路

の建設は本地区のものが最初となった。

資料：同左



同時に、バス路線（多くのバスの燃料は、

バイオエタノール・バイオガス）を大幅に

拡充するとともに、ハンマビー湖を航行す

る無料のローカルフェリーを運航するな

どにより公共交通機関の利用促進に積極

的に取り組んだ。さらに、自家用車の利用

を減少させるため、駐車台数を住宅戸数の

2/3 程度（当初は 1/3 程度であったが、そ

の後増設）に抑える一方、カーシェアリン

グを導入しており、その結果、自家用車の

保有台数は他のニュータウンと比較して

40％程度となっている（図表 13）。

なお、同市では、2007 年８月から市の

中心部への自動車乗入れに対して渋滞税

が導入されている。その結果、市の中心部

の交通量は 20％減少、これに伴い排ガス

も 10～14％減少している。

図表 13 ハンマビー地区のトラム

③

モ

ナ

の

こ

そ

通、建築物、エネルギー、水・汚水、廃棄

物等の各分野について、より具体的な目標

を定めている。例えば、交通に関しては、

2010 年までに 80％の住民が公共交通又は

徒歩・自転車で移動できること、エネルギ

ーに関しては、全ての暖房は余熱又は再生

可能エネルギーを利用すること、消費エネ

ルギーの半分を自給すること、廃棄物に関

しては、80％の食品廃棄物を肥料又はバイ

オエネルギーのために提供することなど、

非常に意欲的な目標となっている。

これらの環境プログラムのうち、エネル

ギー、水・汚水、廃棄物が循環利用されて

いる点が特にユニークであり、この方式は、

様々なクリーンテクノロジーが採用される

環境ソリューションモデル―「ハンマビー

モデル」―として世界中から注目されてい

る。

まず、廃棄物のうち可燃性のゴミはコジ

ェネプラントに送られ、火力発電により電

力が供給され、余熱は地域暖房に利用され

る。地域暖房については、同市では 1950～

60 年代に石炭等による戸別暖房により大

気汚染が深刻化したことの反省を踏まえ、

早い時期からその普及に取り組んできてお

り、最近では市の 80％程度をカバーするま

でに至っている。しかも、地域暖房の熱源
11

開発プロジェクトの特色―「ハンマビー

デル」

本地区の開発計画は、「持続可能（サステ

ブル）」という理念に基づき、全体として

環境負荷を 1990 年代初頭の 50％にする

とを環境プログラムの目標としている。

して、この目標に基づき、土地利用、交

はバイオ燃料、可燃性ゴミ等が約 80％を占

めており、化石燃料は約 20％にすぎない。

同市では、2050 年までに化石燃料使用ゼロ

を目指しており、その第１ステップとして

地域暖房への再生可能エネルギーの使用率

を 100％とすることしている。

生ゴミは中央集積所に集められ、肥料に

変えられる。地区内においては広く真空集

塵システムが整備されており、これにより

資料：筆者撮影



ゴミ収集車の走行による交通混雑や CO₂の

発生が抑えられるという効果もあげている。

次に、住宅等からの汚水は下水処理場に

集められ、バイオガスを製造した後、再び

住宅等に供給されるほか、自動車・バスに

も燃料として供給される。また、下水処理

の過程で発生した汚泥は肥料等として活用

される。そして、下水処理水はヒートポン

プで熱交換された後、地域暖房・冷房に使

われる。

さらに、太陽エネルギーについても、建

物の屋上や壁面にソーラーパネルやソーラ

ーセルが設置され、熱・電力の供給源とし

て積極的に活用されている。ある建物に関

するデータによると、ソーラーパネルによ

り供給される温水はその建物の年間の必要

量の 50％を供給し、ソーラーセル１㎡から

生産される電力は 100kwh/年となり、これ

は住宅の床面積３㎡分の必要量に相当する。

以上のように、「ハンマビーモデル」はエ

ネルギー、水・汚水、廃棄物の循環利用を

徹底し、持続可能な街づくりを促進するた

めの中核的なコンセプトとなっている。こ

のような方式による街づくりはサステナブ

ルな都市開発のモデルとして、国内、欧州

のみならず、アジアや中東諸国からも注目

されており、実際にスウェーデンの企業連

合により中国等にシステムとして輸出され

ている（図表 14）。
図表 14 ハンマビーモデルの概念図
12資料：City of Stockholm
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(２)ロイヤル・シーポート地区

①経緯

ロイヤル・シーポート(Royal Sea Port)

（現地名 Norra Djurgårdsstaden）地区は、

ストックホルムの中心部から北東に約３㎞

離れたバルト海に面したエリアで、英文名

の「Royal」は、市がかつての王室所有地を

承継したことに由来している。従来は、バ

ルト海沿岸諸国向けの国際旅客航路のター

ミナルとしての機能を有し、これに関連し

て石油・ガスタンク基地としても使用され

ていたエリアである。市の中心部から至近

距離にあるというメリットを生かしてより

高密度な土地利用を行うとともに、環境に

優しい持続可能な街づくりを行うことを目

指し、2008 年に策定された市の特別環境プ

ログラムの中の戦略的プロジェクトの一つ

に位置付けられている（前掲図表９参照）。

②開発プロジェクトの概要

ロイヤル・シーポート地区の開発面積は

236ha で、住宅の計画戸数 12,000 戸（保有

形態は分譲、賃貸が各々50％）、就業人口

30,000 人、業務・商業施設の延床面積

600,000 ㎡。2008 年に建設工事が始まり、

完成予定は 2030 年とされている。また、総

投資額は 500 億クローナ（約 6,500 億円）

となっており、欧州の中でも最大規模の開

発プロジェクトである。

本プロジェクトは、クリントン環境イニ

シアティブと米国グリーン・ビルディン

グ・カウンシルが 2009 年５月から共同で支

援する「世界の経済と環境を両立させる都

市開発プロジェクト」の一つに選定されて

おり、同市で先行するハンマビー地区での

持続可能な街づくりの実績と経験を活用し

ながら、さらに高い環境目標を設定した次

世代のプロジェクトとして位置付けられて

いる。

環境目標については、「世界クラスの環境

に優しい都市」を目指し、次の３つの項目

が掲げられている。

ア）2020 年までに１人当たりの CO₂排

出量を 1.5 トン未満とすること

（2011 年の時点の排出量は 3.8 ト

ンであることから、９年間で約 60％

減少させることとなる。）。

イ）2030 年までに地区全体で脱化石燃

料化を実現すること（市全体での目

標である 2050 年を、20 年前倒しで

達成することとなる。）。

ウ）降水量の増加など気象変動に備えた

都市を造ること。

ロイヤル・シーポート計画においては、

上記３つの環境目標を達成するため、ⓐ気

候変動への対応、ⓑ持続可能なエネルギー、

ⓒエコサイクル、ⓓ環境に優しい交通と建

物、ⓔ持続可能なライフスタイルとビジネ

ス という５項目を重点分野と位置付け、

各々にビジョンや指針を定め、さらにこれ

らを実現するためのアクションプランを策

定している。

開発地区は、北から順に、ヨートハーゲ

ン（ Hjorthagen ）、ヴァッタハムネン

（Vätahamnen）、フリーハムネン/ローウ

ッデン（Frihamnen/Loudden）の３つのエ

リアに分けられている。このうち、ヨート

ハーゲンとローウッデンの石油タンク跡地

には主として集合住宅が建設される。開発

エリアの中心部のヴァッタハムネンとフリ
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ーハムネンの一部については、業務・商業

機能を集積させるとともに、バルト海交通

のハブ港湾を目指して港湾機能の高度化を

図り、フリーハムネンの残りの部分につい

てはコンテナヤード跡地等を利用してビジ

ネスエリアを建設することとしている（図

表 15）。

図表 15 ロイヤルシーポートの区域図

資料：City of Stockholm

交通分野については、市の中心部を迂回

し、本地区と前掲のハンマビー地区とを結

ぶ高速道路を建設し、両地区のアクセスを

向上させることとしている。また、持続可

能な環境に優しい交通手段として本地区と

市の中心部を接続するトラム（LRT）とメ

トロを新設するとともに、バス路線（多く

のバスはバイオエタノール・ガス車又は電

気自動車）を整備するなどにより公共交通

の利用の促進を図っている。また、市の中

心部までわずか８分で到達できるという近

接性を最大限に活かすために自転車専用レ

ーンを新設し、各住宅には最低２台分の駐

輪スペースを確保する一方、自家用車の利

用は極力抑制するため、駐車スペースは 0.5

台/戸とするとともに、カーシェアリングの

普及を図ることとしている。

本地区では、2011 年４月からヨートハー

ゲンエリアにおいて住宅の建設に着手、本

年 10 月に最初の入居が始められた。その後

は、年に 500 戸のペースで住宅が建設され、

2025 年には 10,000 戸に達する予定となっ

ている。地区内中央エリアの商業地区には

既に証券取引所、エリクソン、フォータム、

ＡＢＢ等の大手企業やテレビ局、ホテル等

が立地しており、今後は事業の進捗に合わ

せてさらに多くの企業を誘致することとし

ている。

③開発プロジェクトの特色―「スマートシ

ティ」

本プロジェクトで最も特徴的であり、か

つ、計画実現の成否のカギを握っているの

は、ハンマビー地区開発の着手後に急速に

技術進歩したスマートグリッド（次世代電

力網）を活用したサステナブルな都市、「ス

マートシティ」の構築である。風力・太陽

光エネルギー、下水・廃棄物処理の過程で

発生するバイオエネルギー等の再生可能エ

ネルギーを活用して発電、これを ICT 技術

により制御された電力網に接続し、さらに

蓄電池や電気自動車を活用しながら電力の

供給側・需要側の需給バランスを平準化、

電力の効率的使用を徹底することを目指し

ている。これにより化石燃料を使用した発

電量を減少させ、CO₂排出量を最小限に抑

制することとしている。

開発地区においては、エリアごとにディ

ベロッパーがコンペにより選定されている

が、これらのディベロッパーには建物のエ

ネルギー消費に関して２つの厳しい条件が

課されている。一つ目は、建物全体で床面
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積１㎡当たりのエネルギー消費量を

55kwh/年以下に抑えることである。前掲の

ハンマビー地区における目標が 120kwh/年

であったことを勘案するとこの数値は非常

に厳しいものとなっているが、計画ではス

マートグリッドの活用やハンマビー地区に

おけるパッシブハウス・ビル建設での経験

を生かしながら、最新技術を駆使して、断

熱、換気、暖房等のエネルギー効率に配慮

した建物を整備することなどを通じて条件

を達成しようとしている。二つ目は、消費

電力のうち 30％を地区内で生産された再

生可能エネルギー電力で賄うことである。

これを実現するためにスマートグリッドを

活用しつつ、風力発電や太陽光発電を積極

的に導入することとしている。

以上のように、ロイヤル・シーポート地

区においては、スマートグリッドを様々な

分野に導入することにより、経済と環境が

両立した次世代のサステナブルシティの構

築を実現しようとしている（図表 16）。

図表 16 ロイヤルシーポート完成予想図

資料：City of Stockholm

Ⅲ-２ フィヨルドシティ（オスロ）

(１)経緯

オスロのウォーターフロントエリアは、

かつては造船業、海運業の関連施設が集中

的に立地し繁栄していたが、1970 年代以降、

造船業が急激に衰退し遊休地化するととも

に、湾岸沿いに建設された幹線道路がウォ

ーターフロントと市街地を分断し、都市構

造上の大きな問題となっていた。

このような状況を踏まえ、1980 年代以降、

造船所跡地を利用した都市再生プロジェク



トが一部の地区で開始されていたが、都市

の骨格となる幹線道路の再編を含め、ウォ

ーターフロントエリアを一体として総合的

に再生するため、2000 年に「フィヨルドシ

ティ（Fjord City）戦略」が策定された。そ

して、2002 年には同戦略の推進主体となる

「オスロ・ウォーターフロント計画局」が

設立された。その後、経済社会情勢の変化

やそれまでの事業の進歩状況などを踏まえ、

2008 年には同戦略をより具体化した「フィ

ヨルドシティ・プラン」が策定され、現在、

同プランに基づき事業が推進されている

（図表 17）。

図表 17 フィヨルドシティの区域図

資料：City of Oslo, Oslo Waterfront Planning Office

(２)開発プロジェクトの概要

フィヨルドシティは、オスロ市街地の南
側のウォーターフロントの延

わたるエリアで、その面積は

る。

市庁舎
16

長約 10 ㎞に

約 225ha であ

ｵｽﾛ中央駅
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開発エリア全体としてのビジョンは、環

境と経済が調和した持続可能な都市（サス

テナブルシティ）を実現することである。

オスロでは、環境先進国ノルウェーの首都

として、2030 年までに温室効果ガスを５

０％削減（1991 年比）するという目標を掲

げており、ウォーターフロント全域をトラ

ムで結ぶこと、エリア内の地域暖房の普及

を推進し、しかもその燃料としての化石燃

料の使用を 2020 年までに０とすることな

どを通じて、本開発エリアをそのモデル地

域とすることとしている。なお、同市では、

1990 年から都心部に進入する自動車に対

して料金を課するトールリングが実施され

ており（これは世界でも相当早期における

導入事例である）、その収入の一部がトラム

の整備に活用されている。

また、本事業の実施を通じて、分断され

ていた市街地とウォーターフロントが一体

化されることを踏まえ、海岸部にウォータ

ーフロント・プロムナード（遊歩道）を張

り巡らせ、市民や観光客に開放するととも

に、ショッピング、飲食、居住、文化・レ

クリエーション等の様々な機能の立地を促

進することによって、サステナブルシティ

に不可欠な活力のある魅力的な要素に富ん

だ開発を行うことを目指している。

フィヨルドシティは 13 の事業エリアに

区分されており、各々の地区の特徴を生か

した再生プランが定められているが、以下

においては、その中から代表的な３つのエ

リアの事業概要について紹介することとす

る（各エリアの位置は図表 17 参照）。

ビョルビカ（Bjørvika）地区はオスロ中

央駅、トラム・メトロ、バスターミナル等

がある市の中心部とフィヨルドの間にあり、

フィヨルドシティの中でも中核的な位置を

占める地区で、従来はコンテナ埠頭などを

中心とする港湾地区であった。地区の面積

は約 70ha、2003 年に再生プランが承認さ

れ、同時期に本地区の事業主体である HAV

Eiendon（オスロ市港湾局の全額出資会社）

が設立された。

再生プランによると、同地区には約 100

万㎡の業務・商業、住宅用の建物が建設さ

れ、住宅の計画戸数は 5,000 戸、20,000 人

が就業、１日当たり 30,000 人の観光客や市

民が訪れることを見込んでいる。後述のよ

うに、市街地とウォーターフロントを分断

していた高速道路は海底トンネルに付け替

えられ、新しく整備されるメインストリー

トには、フィヨルドシティの他の地区と結

ぶトラム路線が建設される予定である。

同地区のうち、「バーコード・プロジェク

ト」と呼ばれる事業は 12 棟の中高層（最高

は 24 階）の建物約 22 万㎡の建築を行うも

ので、2004 年に設計コンペが実施され、ノ

ルウェーの設計会社ダーク・アーキテクト

を中心とする JV が選定された。建築プラ

ンは、「バーコード」という名称のとおり、

南側にあるフィヨルドに向かい間口が狭く

奥行きが長いバーコード状の様々の斬新な

デザインの 12 棟の建物が一列に立ち並ぶ

ものである。そして、このプロジェクトに

よる建物の延床面積 22 万㎡のうち、80％が

オフィス、20％が住宅の用に供される予定

である。これらの建物の大半は既に完成し

ており（2016 年までに全て完成予定）、世

界的な会計事務所プライス・ウォーターハ

ウス・クーパース（PWC）のオスロ本社、

ノルウェー最大の金融会社 DnB NOR の本



社等が入居している（図表 18）。

また、同地区においては文化・芸術機能

の集積を図ることも計画されており、2008

年には臨海部に「オスロ・オペラハウス」

（延べ面積 39,000 ㎡）が 33 億クローネ（約

450 億円）の事業費を費やしてオープンし

た（図表 19）。さらに、同地区には新たな

総合文化センターの建設が予定されており、

完成時にはムンク美術館、ステネルセン美

術館、オスロ公共図書館等が入居すること

になっている。

図表 18 「叫びの丘」から見たバーコードプロジ

ェクトの全景

図表 19 オペラハウス フィヨルド側からの全景

図表 20 オペラトンネルの計画図

資料：筆者撮影

資料：Norwegian Public Roads Administration

ｵﾍﾟﾗﾄﾝﾈﾙ

ｵﾍﾟﾗﾊｳｽ

ｵｽﾛ中央駅
資料：Oslo Waterfront Planning Office

ﾊﾞｰｺｰﾄﾞﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
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次に、アーケル・ブリッゲ（Aker Brygge）

地区は、オスロ市庁舎の西方約 400m に位

置する面積約 26ha のエリアで、フィヨル

ドシティの全体計画が決定される以前から

先行的に事業が進められた地区である。か

つてはノルウェーでも最大規模の造船所が

あったが、1982 年に閉鎖された。その後、

その跡地を利用して、市街地とウォーター

フロントの一体化を目指した再生プランが

策定された後、1986 年に最初のオフィスビ

ルの建設工事が開始され、98 年に最後のビ

ルの工事が完了した。事業により地区内に

は約 900 戸の集合住宅が建設されるととも

に、新たに約 6,000 人の就業人口が生み出

された。

また、かつて地区内にあったオスロ西駅

はオスロ中央駅の開業により廃止となり、

その跡地にはオスロ国立美術館が建設され

た。そして、同地区の主要な公共交通機関

として、フィヨルドシティの他のエリアと

結ぶトラムも整備された。

さらに、同地区では、造船所や港湾関連

施設により繁栄したかつての地区の記憶を

留める産業遺産として既存建物を修復し、

レストラン、店舗等の新たな用途に供する

コンバージョン事業も行われた。現在、同

地区にはショッピングセンター、レストラ

ン、映画館、オフィス、住宅など様々な機

能が集積するとともに、臨海部にはウォー

ターフロント・プロムナードや公園・広場、

フィヨルド内にはフェリーターミナル、ヨ

ットハーバーなどもあり、年間 1,200 万人

の人々が訪れるオスロでも最大級の繁華街

となっている。

図表 21 アーケル・ブリッゲ地区の街並み
19

フィリップスタッド（Filipstad）地区は、

アーケル・ブリッゲ地区の南西に位置し、

オスロ市庁舎から徒歩 10 分程度で到達で

きるエリアで、その面積は約 32ha である。

かつてはガントリークレーンなどが林立す

る巨大なコンテナ埠頭として使用されてい

た。

再生プランによると、同地区には全体で

約 45 万㎡の建物が建設されるが、その階数

は８～10 階程度で前掲の２地区に比べる

と密度は低い。建物の用途は住宅の割合が

50％程度を占め、2,200～2,500 戸が供給さ

れるが、アーケル・ブリッゲ地区に隣接す

る市の中心部寄りのエリアには業務・商業、

文化・芸術等の用に供する建物も建設され、

約 9,000 人の就業人口が生み出される。

また、プラン上、同地区は市のレクリエー

ション・センターと位置付けられており、

フィヨルド沿いの大規模公園、25m 幅のウ

ォーターフロント・プロムナード、あるい

はホテルなどが整備され、市民や観光客の

利用に供される。さらに、同地区の港湾機

能はオスロの他のエリアに移されるが、フ

ェリーターミナルは残され、海上からの旅

資料：筆者撮影
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客を迎える玄関口ともなり、フィヨルドシ

ティの他のエリアとはトラムにより結ばれ

ることになる。

(３)開発プロジェクトの特色―市街地とウ

ォーターフロントの一体化によるサステナ

ブルシティの構築

フィヨルドシティのうち、ビョルビカ地

区には、従前、臨海部を 1.8km にわたって

欧州高速道路 E18 号線が通過し、さらにこ

の道路に接続する高架のランプ部分が設置

されていたため、市街地とフィヨルドが分

断されていたが、2005 年からこれらに代替

するルートとしてフィヨルド海底部に同国

初の沈埋工法により「オペラトンネル」の

建設が始められた。同トンネルは延長

1,100m、うち 675m が海底部を通過、46

億クローネ（約 600 億円）の事業費により、

2010 年に開通した（前掲図表 20 参照）。

また、アーケル・ブリッゲ地区などフィ

ヨルドシティの他のエリアでもウォーター

フロントを通過していた幹線道路の地下化

が２ヶ所で先行して行われており、オペラ

トンネルがこれらの２つのトンネルと接続

されることによって、フィヨルドシティの

総延長６㎞にわたる幹線道路の地下化が完

成した。さらに、ウォーターフロントの大

部分を占有していた造船所やコンテナヤー

ドも業務・商業、住宅、あるいは公園・広

場、フロムナード等の都市的利用に転換さ

れ、市街地とウォーターフロントの一体性

が回復し、あるいは回復されつつある。こ

れらにより、フィヨルドシティには新たな

経済効果と雇用が生み出されるとともに、

環境に優しい建物と都市空間によるサステ

ナブルシティが構築されることとなろう。

Ⅲ-３ オアスタッド地区（コペンハーゲン）

(１)「フィンガープラン」

コペンハーゲンを中心とする大都市圏

（Greater Copenhagen：人口 180 万人）

については、「フィンガープラン」と呼ばれ

る広域整備計画が定められている。最初の

プランは 1947 年に策定され、以後 60 年間

で計７回の改定が行われた。現在のプラン

は 2007 年に策定された「フィンガープラン

2007」である。フィンガープランの内容は

その時々の経済社会情勢により少しずつ変

化してきたが、その基本的なコンセプトは

変わっていない。すなわち、コペンハーゲ

ン大都市圏を人の手に見立て、ⓐ掌の部分

への行政、経済、文化・教育機能の集約、

ⓑそれぞれの指の方向への近郊鉄道（S バ

ーン）の整備と沿線のニュータウン開発、

ⓒ指と指の間のエリアについての開発規制

と緑地の保全を推進しようとするものであ

る（図表 22）。

「フィンガープラン 2007」においては、

過去のプランの考え方を引き継ぎ、既成市

街地の再開発を推進し、市街地のスプロー

ルを回避すること、公共公益施設等の適切

な配置により公共交通機関や自転車の利用

を促進し、交通渋滞の回避を図ること等を

主要事項に掲げているが、その具体的なポ

イントとなるのは次の２点である。

①交通渋滞を回避するとともに、環境に

も優しい街づくりを推進するため、公共

公益施設、オフィス、店舗等の用途に供

する大規模建築物は鉄道駅から600m以

内に立地させること。

これは、いわば「団子と串」の都市構



造によりコンパクトシティの構築を目

指そうとするものであり、我が国におい

ても富山市をはじめ各地で同様な構想

が見られる。以前にも同趣旨の方針が決

定されたが必ずしも実現に至らなかっ

たこともあり、今回地元自治体との連携

を密にすることなどの改善を加え、再度

打ち出されたものである。

②デンマークとスウェーデンを結ぶ「オ

ーレスン・リンク」（後述）の完成に伴

い、人の手の手首に近い部分に当たるオ

アスタッド地区やコペンハーゲン国際

空港を含むアマー島中南部エリアにつ

いても、詳細なプランを提示するととも

に、同リンクで接続されたスウェーデ

ン・マルメ都市圏（オアスン地域：

Øresund Region）も含めた広域整備ビ

ジョンを盛り込んだこと。

ヨーロッパにおけるコペンハーゲン

の都市間競争における位置付けを考え

た場合、オーレスン・リンクにより形成

された 260 万人規模の大都市圏の整備

ビジョンの策定は非常に重要であると

考えられた結果である。

図表 22 フィンガープラン概念図

Øresund Link 

Ørestad 
資料：Danish Ministry of The Environment
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(２)経緯

オアスタッド（Ørestad）地区は、コペン

ハーゲンの中心部から南に約 5 ㎞の距離に

位置し、東西約 0.6 ㎞、南北約５㎞の細長

い形状で、面積は約 310ha である。同地区

から南東約 4.5 ㎞にはコペンハーゲン国際

空港がある。かつては軍の演習地や牧草地

などに使用されていたが、地盤が軟弱なた

め開発の対象とはなっていなかった。

1990 年代に入り、デンマーク（コペンハ

ーゲン）とスウェーデン（マルメ市）の間

のオーレスン（Øresund）海峡を橋梁と海

底トンネルで結ぶオーレスン・リンクプロ

ジェクトが両国政府により合意されると、

同プロジェクトに関連してデンマーク側の

起点（デンマーク国際空港の北側）からも、

市の中心部からも至近距離にあり開発ポテ

ンシャルが高いオアスタッド地区を、住宅、

業務・商業、教育・文化等の複合的な機能

を有する都市として開発していこうという

気運が高まってきた（図表 23）。

「オーレスン・リンク」は、海底トンネ

ル（3.8 ㎞）、人工島（4.1 ㎞）及び斜張橋

（7.9 ㎞）から成る全長約 16 ㎞の路線で、

鉄道・道路の併用となっており、道路部分

は欧州高速道路 E20 号線の一部を構成して

いる。同リンクは 1995 年に着工され、総工

費 200 億クローネ（約 2,800 億円）をかけ

て、2000 年７月に完成した。これにより、

コペンハーゲンとスウェーデン第３位の都

市マルメ市（人口約 31 万人）は鉄道で約

30 分、自動車で約 45 分で結ばれ、両都市

圏人口の合計で 260 万人のスカンジナビア

最大の都市圏が形成された（図表 24,25）。

図表 23 オアスタッド地区の位置図

資料：Google maps を基に作成
図表 24 オーレスンリンク・ルート図

資料：Google maps
図表 25 オーレスンリンク（ブリッジの写真）
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資料：Oresundsbron.com



一方、オアスタッド・プロジェクトは

1991 年に正式に決定され、同時に同プロジ

ェクトの中核となるメトロの建設計画も決

定された。メトロは、オアスタッド地区内

では高架構造で、市の中心部に入ると地下

構造となり、地区内には６駅を設置するこ

ととされた。完成時にはオアスタッドの中

心駅（オアスタッド駅）からコペンハーゲ

ンの中心部まで約 10 分で到達することを

可能とするものであった。

1993 年には、プロジェクトの実施主体と

なるオアスタッド開発㈱が設立され（コペ

ンハーゲン市 51％ デンマーク政府 49％

出資）、翌年には開発マスタープランの策定

について国際コンペを実施、フィンランド

の設計会社 ARRKI が選定された。同社の

開発コンセプトは、地区を 4 つのエリアに

分け、各々メトロ駅を中心とした狭いエリ

ア内に高密度に建物を集中立地させ、でき

る限り自然を残そうというものであった。

その後、1997 年からはメトロの建設が開始

され、2002 年には全線が開業した。また、

同時に建物用地の造成も進められ、造成後

には逐次ディベロッパー等に譲渡されてい

った。

(３)開発プロジェクトの概要

ア）全体及びエリアプラン

オアスタッド地区の開発面積は 310ha で、

その 1/3 が公園・緑地となる計画である。

居住人口は 20,000 人、就業・就学人口は

100,000 人、1995 年に建設工事が開始され

完成までに要する期間は 20～30 年とされ

ている。なお、2010 年末現在、既に約 6,000

人が居住し、約 12,000 人が就業、約 17,000

人が就学している。

南北方向に全長 5.1 ㎞にわたる開発地区

のやや東寄りをメトロが縦断しており、地

区内には６つの駅が設置されている。駅間

の距離は各々概ね 600m 程度であり、開発

地区の幅も 600m 程度であることを勘案す

ると、地区内のどの地点も駅から 600m 以

内の範囲にあることとなる。これは、「フィ

ンガープラン」の駅から 600m の範囲内に

開発を制限するという考え方に合致すると

ともに、典型的な「団子と串」の都市構造

によるコンパクトな街づくりと言える（図

表 26）。

図表 26 ｵｱｽﾀｯﾄﾞ地区の駅を中心とする計画図
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オアスタッド地区は、北から順にオアス

タッド・ノース（Ørestad nord）、アマー・

ファルド（Amager Fælled）、オアスタッ

ド・シティ（Ørestad City）及びオアスタ

ッド・サウス（Ørestad Syd）の４つのエリ

アに区分され、段階的に整備が進められて

いる。

このうち、オアスタッド・ノースエリア

は市の中心部に近いこともあって最も開発

が進み、現在までにほぼ概成している。エ

リア内にはデンマーク放送協会とこれに併

設されたコンサートホール（設計は世界的

に有名なフランス人建築家ジャン・ヌーベ

ル）、デンマークの名門大学コペンハーゲン

大学南キャンパス（学生数 20,000 人）、Ｉ

Ｔ大学（同 1,500 人）等が立地し、業務、

教育・文化機能が充実している。

また、オアスタッド地区の中核であるオ

アスタッド・シティエリアも開発が進んで

おり、エリア内にはいずれもスカンジナビ

ア最大の規模を有するショッピングモール

のフィールズ、国際会議場・展示場のベラ

センター（122,000 ㎡）とこれに隣接する

ベラ・スカイコムウェル・ホテルが立地し

ている。また、国際的企業のフェリング・

ファーマ（製薬）がスウェーデン、ドイツ、

デンマークにおける拠点を移したほか、グ

ラクソ・スミスクライン、ノボ・ノルディ

クス（いずれも製薬）、デル、エリクソン（い

ずれも IT）、アクセンチュア（コンサルタ

ント）、スカンディア（保険）等が支社を置

くなど、中核的な業務・商業機能が集積し

ている。また、後述の“VMBJERGET”な

どデザイン性に富んだ多数の集合住宅が完

成している。

さらに、同エリアはオアスタッド地区内

の交通の拠点ともなっており、2000 年に開

業したメトロのオアスタッド駅は、現在で

はデンマーク内で５番目に乗降客が多い駅

に成長している（図表 27）。同時に地区外

との交通の拠点となっており、エリア内を

東西に欧州高速道路 E20 号線と幹線鉄道オ

ーレスン線が横断し、前掲のオーレスン・

リンクに接続している。高速道路にはエリ

ア内にランプ設置されており、オーレスン

線にはオアスタッド駅（メトロ・オアスタ

ッド駅に隣接）が設置されている。同線を

利用すれば、コペンハーゲン国際空港まで

は５分、オーレスン・リンクを経由してス

ウェーデン・マルメ市までは 30 分弱で到達

することが可能である。

オアスタッド・サウスエリアは 2005 年に

詳細計画が策定され、造成工事が始まり、

現在までに基盤整備も完了している。そし

て、同エリアにはエンジニアリング会社の

ランボール、クローネプラザ・コペンハー

ゲンタワーホテルなどが先行的に進出して

いる。また、アマー・ファルドエリアは詳

細計画が未策定で、今後開発されることと

なっている。

図表 27 オアスタッド地区を走るメトロ
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イ）建築プラン

コペンハーゲンにおいても、本稿でとり

上げた他の都市と同様、旧市街地では厳し

い建築規制が課せられているが、本プロジ

ェクトの地区では規制が大幅に緩和され、

建物については技術面及び芸術面で最先端

のものとすることができるよう、その形態、

デザイン等は完全に自由なものとすること

が可能とされている。このため、地区内の

建物の設計に関しては、デンマークの国内

外から多くの著名な建築家が関与しており、

非常に斬新なデザイン性に富んだ多様性の

ある多くの建物が各所に建設されている。

例えば、オアスタッド・シティエリアに

建設された“VMBJERGET（The Mountain

Dwellings）”と呼ばれる集合住宅は、その

名のとおり山をイメージしたデザイン（デ

ンマークでは山らしい山がなく、山へのあ

こがれが強い。）で、南側の１階部分から北

側の 10 階部分にかけて各階の住戸が階段

上に配置され、合計 80 の各住戸には広いル

ーフテラスが設置されている。そして、階

段下に当たる建物空間は立体駐車場の用に

供され、住宅の居住者のみではなく、周辺

のオフィス等の関係者の利用にも供される。

この建物は、デンマークの著名設計会社ビ

ャルケ・インゲルス・グループ（BIG）が

設計したもので、2009 年の世界ベスト住宅

建築賞を受賞している（図表 28）。

また、同じくオアスタッド・シティエリ

アにある前掲のベラ・スカイコムウェルホ

テルは、23 階建ての２棟の建物がそれぞれ

逆方向に 15 度傾くという超現代的なデザ

インの建物で、同エリアのランドマークと

なっている。国際コンベンションセンター

のベラ・センターに隣接し、814 室という

スカンジナビア最大の規模を誇り、2011 年

に開業しており、設計はデンマークの著名

設計会社３XN である（図表 29）。

図表 28 VMBJERGET（Mountain Dwellings）（正面、側面写真）
25
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図表 29 超現代的デザインのベラ・スカイコム

ウェルホテル

資料：３XN HP

(４)開発プロジェクトの特色―メトロの先

行整備と環境に配慮したコンパクトな街づ

くり

本プロジェクトの最大の特色は、開発地

区の交通基盤となるメトロが先行的に整備

されたことであろう。メトロの建設は 1997

年に開始され、2002 年に全線開業している

が、建物の建設については、2001 年に最初

のオフィスビルが、2004 年に最初の集合住

宅が完成している。一般的なニュータウン

開発においては、採算性の確保の観点から、

住宅や業務施設の建設の進歩状況を見極め

ながら鉄道の建設を進める事例が多いが、

本プロジェクトにおいてはメトロの建設が

先行し、これによって住宅や業務施設の建

設を誘導・促進するという手法がとられて

いることは注目に値する。なお、メトロは、

コペンハーゲン市、デンマーク政府等が出

資する地下鉄公社が所有しており、その建

設費用は、開発地の譲渡収入と銀行借入等

により賄われている。

また、建物の整備は、先行整備されたメ

トロ各駅を中心に半径 600m 程度のエリア

内で行われ、そのエリアの中心部には業

務・商業ビルが高密度に集中し、外周部に

は集合住宅等が配置されているとともに、

エリア内の各所に公園・緑地、広場、水路

（canal）等がバランス良く配置され、豊か

で潤いのあるコンパクトな都市空間が形成

されている点も大きな特色である。

さらに、自動車の使用を極力抑制し、環

境に優しい持続可能な街づくりを推進する

観点から、メトロ等の公共交通機関の利用

を促進することに加え、道路には自転車レ

ーンを網の目のように整備し、自転車利用

を促進している点にも注目すべきであろう。

デンマークでは、国を挙げて自転車利用に

注力しており、自転車利用者は所得税の控

除を受けられ、企業側は駐輪場を設置する

と税制優遇措置を受けられる一方、エコカ

ーを除く一定額以上の自動車の購入につい

ては 180％という高率の自動車登録税が課

せられている。そして、コペンハーゲンで

は、2010 年時点で 35％であった自転車の

交通分担率を 2015 年までに 50％に引き上

げるという目標を設定している。このよう

な取組みや官民連携によるエコイノベーシ

ョンによる多様な環境技術プロジェクトを

実施したことが評価され、同市は 2012 年６

月に、欧州委員会から 2014 年の「欧州グリ

ーン首都賞」を授与された。

以上のように、本プロジェクトはメトロ

の先行整備と環境に配慮したコンパクトな

街づくりにより、コペンハーゲンのサステ

ナブルシティの核となるものとして位置付

けることができるであろう。



Ⅳ おわりに

本稿においては、北欧３国の首都３都市

における都市再生プロジェクトのうち代表

的なもの４事業について紹介してきたが、

これらの事業はいずれも対象面積が 200ha

～300ha、計画人口 20,000 人～30,000 人と

いう大規模なものである。しかも、各都市

では、これらのプロジェクト以外にも、環

境との調和という観点から限られた開発適

地を見い出して大小様々な規模のプロジェ

クトが実施、あるいは計画されている。こ

れらに共通する理念は「持続可能な開発」

であり、サステナブルシティの構築である。

各プロジェクトにおいては、その理念を実

現するため、本稿で紹介してきたように、

都市構造そのものを環境対応型のものに改

編したり、建物単体レベルで省エネ・創エ

ネを推進し、あるいは資源循環型のビジネ

ス・ライフスタイルに転換するための基盤

を整備するなど、多様な取組みを積極的に

実施している。

以上のような取組みは、既に我が国にお

いても各地で行われているが、まだ緒につ

いたばかりのものが多く、その実現に向け

てより一層の努力が求められることは間違

いないであろう。その際、本稿において紹

介した各事例からは学ぶべきところも多く、

これらを含む北欧３国における都市再生プ

ロジェクトについては、今後より一層踏み

込んだ調査・研究を行っていくことが必要

であると思われる。
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